
全ての医療機関への緊急財政措置を求める意見書 

 

新型コロナウイルス感染症拡大をふまえた第２次補正予算では，医療・福祉の提供体制

の確保に２．７兆円の予算が確保されたが，喫緊の課題である医療機関への損失補填・財

政支援については，資金繰り支援にとどまった。 

政府は，本年４月「緊急事態宣言」を発令，４・５月の外出自粛を要請し，国民の感染

への不安などから，多くの医療機関で患者減や保険診療・収入の減少となっている。 

感染防止のための支出も多く，医療活動を維持することに不安を感じているのが現状で

ある。また新規開業の医療機関では，融資の返済や家賃，人件費など固定費の負担が重く

のしかかっており，特別の措置が必要である。 

 医療機関は国民皆保険制度という公的な仕組みの中で保険診療を実施し，非営利で公共

的，公益的な役割を担っている。しかし，長年の社会保障費抑制策のもとで，医療機関の

経営はひっ迫し，地域医療も脆弱さが浮かび上がっている。 

 地域の医療機関が経営破綻すれば，その地域の患者，住民への医療提供，健康の確保に

影響を及ぼすことになる。今後のさらなる感染拡大に備えるためにも，医療機関の立て直

しは急務である。 

 以上のことから，次のとおり，国による迅速かつ大規模な財政措置を強く求める。 

 

１ すべての医療機関に，減収分の補填，人件費の補助を行うこと。 

２ 希望する医療機関には，前年度の報酬支払額に基づく概算請求を認め，事業が継続

できるよう収入を補償すること。 

３ 新設の医療機関については，赤字分を補填する特例助成を行うこと。 

 

以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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